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１．はじめに 

2007年 3月 25日能登半島沖を震源とする M6.9，

最大震度 6 強という地震が発生した．被害概要は，

震源を中心に道路崩落や土砂崩れ，また，電気・ガ

ス・水道などのライフラインの寸断が発生した．建

物にも大きな被害を与え，地震により住む場所を奪

われた人々も少なくない．このように大きな被害が

起こっても，復興に多くの人員や費用を準備するこ

とは難しい．そのため被災後の復興を効率的に行う

ためにも今後起こりえる地震に対して被害予測をす

ることは重要である． 

被害予測するには地震動破壊力指標が必要になっ

てくるが， 地震計設置の空間的密度が低く，観測記

録のみから震源域の地震動特性の分布を把握するこ

とは難しい．よって地震計が設置されていない地区

では地震動を推定する必要がある．  

以上から，本研究では推定地震動を作成し，それ

らから算出した破壊力指標と悉皆調査の結果を比較

し，地震外力に焦点を置いた建物被害との関係性を

明らかにしていく． 

  

２．対象地域 

能登半島地震で比較的多く被災した輪島市道下地

区，黒島地区，走出地区および輪島市河井町地区と

する．図 1にそれを示す．その各地域を 200m×200m

の格子に区切り，それぞれのメッシュにおける，悉

皆調査の結果と最大速度（ ）の値を比較する．

例として，道下地区の建物悉皆調査の結果を図 2 に

示す． 
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３．地震動推定の手法 

本研究では，ある観測地点から地盤と距離の影響

を考慮して各推定地点の外力を出す推定方法である． 

まず，地盤の影響について説明する．観測記録は 

 

 

 
道下地区 

 
河井町地区 

黒島地区  

走出地区  

 
震源 

 

K-NET 富来  
断層モデル 

 

 

 

観測地点の

響を除かな

グデータ等

ができるの

を算出する

より観測地

きる．推定

ことが多い

測を行い，

する．そし

た観測記録

地点の地表

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木学会中部支部研究発表会 (2010.3)I-044

-87-
１)
図 1 対象地域と断層モデル

地盤で増幅した記録であるから，その影

ければならない．観測地点ではボーリン

から比較的容易に地盤の情報を得ること

で，重複反射理論を用いて地盤の増幅率

．その増幅率で観測記録を除することに

点の地盤で増幅した影響を除くことがで

地点では地盤の情報が簡単に得られない

．そのため簡便な手段である常時微動観

H/Vスペクトル比から地盤の増幅率を算出

て観測地点の地盤で増幅した影響を除い

に，その増幅率を乗ずることにより推定

での外力を推定できる2)． 
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図 2 道下地区の悉皆調査結果 



次に距離の影響を説明する．地震動は断層からの

距離に応じて減衰していくので，距離減衰式を用い

てどの程度減衰しているかを求める．ここで本研究

では，司・翠川式２)を用いる．それを次式に表す．  
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log 0.53 0.0044 0.38

log( 0.0055 10 ) 0.003w
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PGA；最大加速度（ ） cm/s
wM ；モーメントマグニチュード 

D；震源深さ（ ） km
X ；断層最短距離（ ） km
 

この式を用いて，観測地点と各対象地域の距離に

対する最大加速度を算出する．そして各対象地域の

値を観測地点の値で除することで距離に対する比率

を求めることができ，距離の影響を表現する． 

 つまり，K-NET富来の観測波形をフーリエ変換し，

重複反射理論で導いた観測地点の地盤の増幅率で除

する．そして, H/Vスペクトル比から算出した地盤の

増幅率を乗じ,逆フーリエ変換することにより，推定

地点の推定波形が導ける．そこに，距離減衰により

距離に対する比率を考慮することが，本研究の地震

動推定の手法である． 

 

４．解析結果 

 推定地震動から算出した最大速度に対して，被害

の割合をプロットしたものを図 3 に示す．悉皆調査

によるダメージレベル4)がD0 とD1 のものを被害小，

D2 とD3 のものを被害中，D4 とD5 のものを被害大

と定義する．それらを最大速度と被害の程度ごとに

比較していく． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3 に示すように近似直線を見ると，被害小の割

合は最大速度が大きくなると減少し，被害中，被害

大の割合は最大速度が大きくなると増加している．

このことは最大速度が大きくなるにつれて，被害が

大きくなるということを示している． 

本研究では被害との相関を回帰直線で表したが，

直線ではなく他の回帰方法を用いれば，より大きな

相関係数が得られるのではないかと考えられる．今

後の課題としては，被害との相関を外力だけで考え

ているので家屋の状況も考慮していかなければなら

ない． 

本研究を行うにあたり，地震観測記録を防災科学

技術研究所 K-NET のデータを使用させていただきま

しとことを，ここに記して謝意を表します． 
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図 3 最大速度(PGV)と被害の相関 

土木学会中部支部研究発表会 (2010.3)I-044

-88-


